事業計画の財務審査時には以下の書類が必要となります。

事業計画書や予算書、決算書のフォーマットを勝手に変更する委員長さんがいます。そのような場合には、財務審査が不備となります。

また、前年以前のフォーマットを使用する方もいらっしゃいますが、必ず２０１８年度のフォーマットを使用するようにして下さい。

財務審査書類は原則として次の順番となります。この順番を必ず守るようにして下さい。

以下の書類はＡ４縦でクリップでまとめて提出をして下さい。
※Ａ４以下のサイズはＡ４用紙台紙に貼る。１枚の台紙に複数の証憑を張り付けてもよい。

また、事業費収支明細書・事業外費収支明細書の証憑Ｎｏと対応するように、見積書に直接証憑Ｎｏを書き込んで下さい。（台紙のＡ４用紙には書かない）

証憑Ｎｏは「見ー○」というフォーマットで記入して下さい。
１．表紙（事業予算書鑑）

２．事業収支予算書

３．事業費収支明細書（予算）

４．事業外費収支明細書（予算）　※ない場合があります。

５．見積企業一覧表　※ない場合があります。

６．見積書　※ない場合があります。

７．講師依頼承諾書　※ない場合があります。

８．協賛に関する覚書　※ない場合があります。
※仮払申請書がある場合は、別に仮払申請書を提出して下さい。

【注意点】

表紙には　必ず委員長・副理事長の確認の印を押すようにして下さい。

一つの項目に対する支払いが３万円以上の場合見積書が、１０万円以上の場合、相見積もりが原則として必要となります。
※金額の３万円未満の場合でも必ず見積もりはとるようにしてください。店頭やネットで価格を確認しただけでは見積もりとは言えません。最低限、口頭でも構わないので見積もりをとるようにしてください。諸事情により見積もりがとれない場合は総務・財務委員長を通し監事に相談してください。

会場費や講師謝礼金、その他事前に支払いが必要な場合があります。その場合、必ず仮払い申請をして下さい。申請は原則的に財務審査時（遅くても審議が行われる理事会）までに委員長・副理事長の押印の上、提出するようにして下さい。

仮払申請書と同時に仮払精算書を提出する方がいらっしゃいます。仮払精算書は決算時に支出調書として提出して下さい。事業計画の財務審査時には絶対に仮払精算書をつけないようにして下さい。

